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日本財政の現状と課題－国際比較の観点から－ 
 
町田 俊彦 
 
Ⅰ 「失われた 20 年」 
 
１ バブル崩壊と公共投資拡大による景気刺激－1990 年代－ 
（１）バブル崩壊と 1％成長 
 1990 年代初頭のバブル崩壊から 2010 年代初頭までの日本経済は「失われた 20 年」と呼ば
れている。この期間の日本経済の特徴は、主要国と比較してパーフォマンスが劣悪なことであ
る。 
第 1 に実質 GDP 成長率は 1％前後で際立って低い（表 1）。 
 
表１ 実質ＧＤＰ年平均増減率 
          ％ 
1991～95 1995～00 2000～05 2005～10 2010～12 
日本 1.08 0.76 1.24 0.21 0.72 
アメリカ 3.10 4.10 2.39 0.69 2.01 
イギリス 2.56 3.18 2.96 0.58 0.63 
ドイツ 1.30 2.01 0.60 1.36 1.84 
フランス 1.00 2.77 1.56 0.64 1.03 
出所：内閣府「月刊 海外経済データ」より算出。 
 
（２）経済政策の中心である公共投資拡大による景気促進 
 「失われた 20 年」は、経済政策の中心である財政政策による内需拡大の有効性が低下した
時期である。バブル崩壊後の経済政策の中心は、財政政策による景気対策であり、副次的政策
は成長政策としての規制緩和であった。 
 1990 年代は、1970 年代に次いで公共投資が急速に拡大した時期である。GDP 比の公共投資
は主要国の中で際立った高さを示し、「土建国家」としての日本財政の特徴が浮き彫りになった
（図 1 参照）。公共投資の膨張は、景気対策の中心的な手段として活用されたことによるが、
アメリカの圧力への対応でもある。アメリカは、日本の対米貿易黒字を圧縮させるために、「日
米構造協議」で日本政府に公共投資の大幅増加による内需拡大を要求した。そこで 1990 年の
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公共投資基本計画では 2000 年までの 10 年間に 430 兆円の投資を行うこととした。1994 年の
新公共投資基本計画では、2004 年までの 10 年間の投資規模を 630 兆円に拡充した。 
 
図１ 公共投資（一般政府・総固定資本形成）のＧＤＰ比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：神野直彦「〈人間的社会〉の創造を求めて－〈土木事業
国家〉への回帰に未来はない」『世界』2013 年 6 月号。 
 
 
 日本の景気対策の特徴は、第 1 に財政政策による景気対策の主な政策手段になってきたこと
である。欧米主要国では減税政策が主な政策手段である。景気政策に責任をもつのは中央政府
であるが、中央政府が地方政府を景気対策に動員する政策手段がほとんどないことによる。一
方、日本では、中央政府が特定補助金（国庫支出金）、一般補助金（地方交付税）および地方債
許可制度を使って、地方自治体の公共投資を拡大させ、景気対策に動員することが可能である。 
 日本では、財政政策の中心が高度成長期には成長促進策、1970 年代と 1990 年代には景気対
策であった。欧米主要国は、高度成長期には成長促進と福祉拡充、1970 年代前半には景気対策
であったが、1970 年代後半には財政再建に移った。日本では景気対策が中心の時期が長期にわ
たった点が第 2 の特徴であり、財政再建が中心になったのは 2000 年代になってからである。 
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（３）公共投資の景気効果の低下 
 公共投資にはストック効果とフロー効果がある。高度成長期の公共投資拡大は、道路を中心
に産業インフラへの投資に重点が置かれ、ストック効果を通じる成長促進を狙いとしていた。
1970 年代と 1980 年代の公共投資拡大は、下水道など生活インフラへの投資に重点が置かれ、
雇用効果と産出効果（実質 GDP 引き上げ効果）を通じる景気促進を狙いとしていた。 
 1990 年代の公共投資拡大の雇用効果をみると、建設業雇用が拡大したが、建設現場の機械化
が進んだため、雇用効果は低下傾向を示した。建設業雇用の拡大は、製造業雇用の縮小をある
程度埋め合わせが、製造業と比較して賃金水準が低いため、個人消費の縮小を食い止める程の
効果を発揮しなかった。産出効果については、公共投資の効果が直接に及ぶ鉄鋼業などのウエ
イトが大幅に縮小したため、低下を免れなかった。 
 結局、1990 年代の公共投資の拡大は目立った景気促進効果を発揮できないまま、国と地方自
治体の財政赤字の拡大と債務残高の急増をもたらした。2000 年代に入ると、財政政策の中心は
財政再建に置かれて公共投資は削減され、2010 年頃には公共投資の GDP 比は欧米主要国の水
準にかなり近づいた。減税は行われるが、景気対策ではなく、成長促進のための「構造政策」
の一環という位置づけになった。 
 
２ デフレ経済と金融緩和・規制緩和 
（１）デフレ経済 
 「失われた 20 年」における日本経済の第 2 の特徴は、主要国で唯一「デフレ経済」に見舞
われていることである。名目 GDP は 1998 年以降マイナス成長になっている（表 2 参照）。GDP
デフレーターがマイナスとなり、名目 GDP が実質 GDP を下回るという「名実逆転」が生じて
いる（表 3 参照）。 
 1990 年代以降、世界経済ではインフレーションが終息したが、その主な原因として経済のグ
ローバル化と賃金の下方弾力化があげられる。しかしデフレ経済に陥っている主要国は日本の
みであり、経済の低成長とグローバル化に直結させて理解すべきではない。この期間、国民経
済計算上の雇用者報酬が減少しているのは日本だけである。正規労働者と非正規労働者の均等
待遇が図られず、大幅な格差が温存されている中で、雇用の非正規化が促進されていることが、
内需を低迷させ、長期にわたる経済停滞をもたらしている日本特有の要因である。 
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表２ 名目ＧＤＰ年平均増減率 
％ 
1991～95 1995～2000 2000～05 2005～10 2010～12 
日本 1.41 0.25 -0.21 -1.02 -0.57 
アメリカ 5.45 5.82 4.87 2.81 4.01 
イギリス 5.25 5.76 5.38 3.04 2.52 
ドイツ 4.64 2.22 1.39 1.94 2.92 
フランス 3.00 3.83 3.55 2.44 2.45 
出所：内閣府「月刊 海外経済データ」より算出。 
 
表３ ＧＤＰデフレーター年平均増減率 
％
2000～05 2005～10 2010～12 
日本 -1.46 -1.21 -1.29 
アメリカ 2.43 2.11 1.96 
イギリス 1.07 0.96 1.00 
ドイツ 2.25 2.47 1.88 
フランス 1.97 1.79 1.28 
出所：内閣府「月刊 海外経済データ」より算出。 
 
（２）2000 年代における経済政策の転換：輸出競争力強化と構造政策 
1990 年代末以降、経済政策の中心は輸出主導型成長のための規制緩和と大企業・高所得者向
け減税へ移ったが成長促進効果を発揮せず、「失われた 20 年」の後半期を構成することになっ
た。規制緩和の中核を占めた労働法制の規制緩和（派遣対象業種の拡大等→低賃金の非正規労
働者の拡大→主要国で唯一、雇用者報酬の減退→個人消費の停滞→政府消費の減退とともに国
内消費の停滞という経路で、デフレ効果をもたらした。 
財政政策は財政再建を優先、景気刺激策を停止した。代わって景気刺激と「円高」誘導の役
割を果たしたのは、超金融緩和政策（量的金融緩和）である。日本銀行は金融機関保有の国債
等の大量購入（買オペレーション）と金融機関の日銀内当座預金勘定への払い込み→マネタリー
ベース（日銀券プラス日銀当座預金勘定）の拡大→市場で取引される通貨量の増大、マネース
トック（現金プラス各種の預金通貨）の増大という経路によるデフレからの脱却を狙ったが、
効果を発揮しなかった。実体経済の回復がないという条件下では、量的金融緩和は銀行の貸出
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やマネーストックの増大につながらず、金融機関の日銀当座預金の積み増しが行われたにすぎ
ない 
 
Ⅱ 公債残高の急増と租税の財源調達力の低下 
 
１ 財政黒字から財政赤字への転換、公債残高の急増 ―1990 年代― 
（１）財政黒字から財政赤字へ 
 バブルのピークである 1990 年には、主要 5 カ国で日本のみが一般政府（中央政府・地方政
府）の財政収支差額が黒字を示していた（図 2 参照）。1990 年代に入ると、他の主要国では財
政再建を最優先した。EU では共通通貨への参加条件として、1997 年における一般政府の財政
赤字比率（GDP 比）3％以下、債務残高比率（GDP 比）60％以下が設定され、共通通貨へ参
加しようとする加盟国のみならず、参加しないスウェーデンなども財政再建を最優先した。 
これに対して日本は景気促進を最優先し、公共投資の拡大と減税を行ったため、1996 年から
主要 5 カ国で最大の財政赤字比率を示すようになった。国が地方財政を景気対策に動員する政
策手段としては、地方交付税と地方債許可制度を活用し、地方の国庫補助を伴わない公共投資
（投資単独事業）が拡大した。地方自治体の公共投資を拡大させるため、国がコントロールす
る起債充当率（国庫補助を除く投資の財源のうち起債が許可される比率）を引き上げるととも
に、償還費の一部を地方交付税で補填する措置を拡充した。 
 
図２ 一般政府の収支差額のＧＤＰ比－1990～2000 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：OECD Economic Outlook, December 2001,より作成。 
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（２）公債残高の急増 
一般政府の債務残高比率（GDP 比）をみると、1990 年には主要 6 カ国で中位であった（図
3 参照）。バブル崩壊後の財政赤字の拡大により、1999 年には債務残高比率は最も高いイタリー
に追いついた。 
 
図３ 一般政府の債務残高のＧＤＰ比－1990～2000 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：OECD Economic Outlook, December 2001,より作成。 
 
２ 財政赤字縮小から再拡大、公債残高の累増 2000 年代～2010 年代初  
（１）財政赤字縮小から再拡大へ 
 一般政府の財政赤字比率（GDP 比）は、2000 年代半ばに輸出主導型景気上昇による税収の
高い伸びに支えられて急速に低下、他の主要国とほぼ同率になった（図 4 参照）。2008 年秋の
リーマン・ショック後、この比率は急速に上昇、2010 年代初にはアメリカ、イギリスとともに
先進５カ国の中で高い比率を示すようになった。 
 
（２）公債残高の GDP 比：緩やかな低下から急速な再上昇へ 
 バブル崩壊後上昇を続けてきた一般政府の債務残高比率（GDP 比）は、財政赤字が縮小した
2000 年代半ばには低下に転じた（図 5 参照）。しかしこの比率の低下幅は小幅なものにとどまっ
た。債務残高比率が低下するには、名目成長率が利子率を上回るという条件の下で、基礎的財 
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図４ 一般政府の収支差額のＧＤＰ比－2000～2011 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：OECD Economic Outlook, December 2012,より作成。 
 
図５ 一般政府の債務残高のＧＤＰ比－2000～2011 年－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：OECD Economic Outlook, Decemmber 2012,より作成。 
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政収支（プライマリー・バランス、公債収入を含まない財政収入額と公債費を控除した財政支
出額の差額）の黒字化が必要である。デフレ経済で名目成長率が低い日本では、債務残高比率
を目立って低下させるには基礎的財政収支の大幅な黒字が必要であり、2000 年代半ばにはその
ような財政条件にはなかった。リーマン・ショック後、債務残高比率は急上昇し、2011 には
200％を超えている。 
 
３ 租税の財源調達力の低下 
（１）バブル崩壊後の租税収入 
国税・地方税計の租税収入をみると、バブル崩壊後 1990 年の水準を回復していない（表４
参照）。1990 年の租税収入を 100 とした 2009 年の指数を税目別にみると、法人所得課税 41.7、
個人所得課税 70.1 となっており、法人所得課税を中心に所得課税の減収が顕著である。 
一方、付加価値税（「消費税」と「地方消費税」の合計）は税率が 3％から 5％に引き上げら
れた 1990 年代には増加したが、税率が 5%に据え置かれた 2000 年代には微減に転じており、
自然増減収ベースでみた税収弾性値は高いわけではない。 
 
表４ 日本における租税収入の推移－国税・地方税計－ 
10 億円 
1990 1995 2000 2005 2007 2009 
租税収入計 96,230 88,638 88,268 87,095 94,922 75,426 
個人所得課税 36,394 29,798 28,677 25,222 28,600 25,518 
 国税：所得税 25,996 19,515 18,769 16,702 16,060 12,914 
法人所得課税 29,288 21,210 18,721 21,408 24,573 12,221 
 国税：法人税 18,384 13,740 11,747 13,274 14,744 6,356 
財産課税 12,286 16,213 14,294 13,327 13,138 12,949 
 固定資産税 6,038 8,440 9,052 8,878 8,743 8,893 
 都市計画税 942 1,305 1,318 1,233 1,202 1,233 
 （国税）相続税・贈与税 1,918 2,690 1,782 1,566 1,503 1,350 
消費課税 17,917 21,088 26,227 26,786 25,256 24,364 
 付加価値税（「消費税」） 5,778 7,238 12,350 13,135 12,841 12,221 
 個別消費税 9,868 11,089 10,830 10,588 10,400 9,340 
 自動車関係税等 2,270 2,761 3,047 3,064 3,015 2,803 
流通課税 3,280 3,252 2,909 1,646 1,686 1,472 
 印紙収入 1,894 1,941 1,532 1,169 1,202 1,068 
 不動産取得税 596 788 567 477 485 404 
その他 335 329 348 351 356 374 
出所：OECD, Revenue Statistics 1965-2010, 2011. 
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図６ 租税収入のＧＤＰ比－中央税・地方税計－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：OECD, Revenue Statistics 1965-2010, 2011. 
 
（２） 主要国と比較しても目立つ日本の租税調達力の低下 
 租税収入の GDP 比をみると、1990 年にはアメリカ、ドイツと同水準であったが、1990～2000
年には日本のみが低下した（図 6 参照）。2000～2009 年にはドイツ以外の 4 カ国で低下してい
る。2009 年の比率を 1990 年と比較すると、日本とアメリカが低水準であり、バブル崩壊後の
日本の税収調達力の低下は際立っている。 
 
Ⅲ 安倍政権の経済政策 
 
１ アベノミクスの「３本の矢」と財政再建 
（１）「３本の矢」 
① 量的金融緩和 
黒田日本銀行新総裁（2013 年 3 月 20 日に就任）は、「異次元」（異例）の金融政策を展開
した。黒田新総裁は資産市場のバブル化を目標に掲げた。本来、中央銀行は政府から独立し
て、インフレ、資産バブルを防止することを最優先する。しかし政府からの独立性を失った
日本銀行は、真逆の政策目標を掲げたのである。 
日銀はインフレターゲット策を公式に採用した。2 年以内に 2％の消費者物価上昇率の達
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成するとし、目標を達成するまでは資産バブルが亢進しても、金融緩和を続ける。他の先進
国ではインフレターゲットは、インフレを抑える政策であるが、日本ではインフレを起こす
政策として展開している。 
量的緩和では、マネタリーベースを 2 倍化するとともに、質的には長期金利をターゲット
とする。マネタリーベースは 2012 年末 138 兆円から 2014 年末の 270 兆円に拡大する。日
銀の国債保有額は 2012 年末 89 兆円から 2014 年末の 190 兆円へ拡大する。買オぺの対象を
長期物に切り替え、長期金利引き下げを通じる資産バブルを狙う。買い取り国債の平均残存
期間は３年から７年に延びる。 
② 機動的財政出動 
公共事業の拡大による景気刺激が中心的な政策である。2012 年度補正予算・2013 年度当
初予算の 15 カ月予算で、国債発行の増額により公共事業費を大幅に拡大し、民主党政権と
は逆の「人からコンクリート」の政策へ転換している。 
③ 成長戦略 
規制緩和と企業減税が中心である。規制緩和では、企業にとって解雇し易い、残業代を節
約できる政策が中心である。企業減税では、復興増税としての法人税減税の繰り延べ措置の
1 年早い停止に加えて、法人実効税率の引下げが検討されている。 
 
（２）財政再建と「第４の矢」 
 財政再建は「3 本の矢」と比較すると副次的な政策目標となり、「第 4 の矢」と位置づけられ
ている。民主党政権で廃止された経済財政諮問会議を復活、そこでの審議を経て、2014 年 6
月 14 日に財政再建目標を決定した。その主な内容は次の通りである。 
① 2015 年度までに基礎的財政収支（プライマリーバランス）の赤字比率（GDP 比）を 2010
年度（6.6％）から半減する。 
② 2020 年度に基礎的財政収支を黒字化する。これにより一般政府の債務残高比率（GDP
比）が低下する。 
 この財政再建目標は、前民主党政権が閣議決定した目標と同一である。注目されるのは 2012
年 8 月に増税法案が決定した消費税率の引き上げである。2014 年 4 月に 5％から 8％へ、2015
年 10 月に 8％から 10％に引き上げられる。この引き上げの実施については「景気条項」が付
されており、景気動向を斟酌して判断することになっている。安倍首相は、前に首相を務めた
時から「上げ潮派」と位置づけられ、財務省主導型の消費税増税による財政再建には消極的で、
経済成長による財政再建を重視してきた。しかし労働法制の規制緩和による賃金引下げが続く
中では、経済成長による財政再建は困難であり、消費税増税は不可欠である。消費税増税の実
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施を決定する今秋の景気動向の判断は、企業の景気見通しや株価上昇による資産効果に支えら
れた高級品などでは「回復」、賃金や一般の消費財の消費では「低迷」とマダラ模様となろうが、
前者によりつつ予定通り実施となろう。 
 
（３）アベノミクスの「３本の矢」の効果 
① 短期的には円安・株高効果 
 短期的には量的金融緩和の効果が現れた。膨大な「円」供給による「円安」を見込んで、
国際投機資本が「円売」を行い、円安が進行した。株価上昇を見込んで海外投資家が日本株
購入、株価上昇も進行した。しかし急速な「円安」・株価上昇は、2013 年５月には早くも頭
打ちの気配をみせている。 
 
② デフレ脱却には限界 
 アベノミクスの「3 本の矢」は、「失われた 20 年」に実施し、無効であった政策の再版で
あり、デフレ脱却には限界がある。「円安」による輸入物価の上昇を主因として、消費者物価
は上昇に転じており、政府はデフレから脱却しつつあると評価している。しかし賃金上昇を
伴わず、物価上昇により、家計部門は生活困難から脱していない。実質個人消費の停滞＝内
需不足は変わっていない。2014 年４月からの消費税引き上げは、家計の生活困難のさらなる
悪化、増税分を十分に価格に転嫁できない中小家計部門の経営難、住宅投資の「駆け込み需
要」の反動などをもたらし、デフレからの脱却を制約しよう。 
 
Ⅳ 経済政策・財政政策の課題－「生活再建」と「内需創造型経済」への転換を先行、次に「財
政再建」－ 
 
１ 財政再建に先行すべき「内需創造型経済」への転換 
（１）環境・生活重視の 「内需創造型経済」への転換 
持続可能な財政・社会保障制度の構築や生活の安全網（セーフティネット）の充実を図るこ
とが、雇用を創出するとともに、国民の将来不安を払拭して貯蓄から消費への転換を促し、「内
需創造型成長」の基盤となる。 
 
（２）中期的には「クラウディング・アウト」が生じない日本 
日本の特徴は、大幅な財政赤字と公債残高が金利上昇というクラウディング・アウト効果を
生み出していないことである。国債の大半を国内で売却しても、なお国内的には資金過剰（貯 
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図７ 部門別の資金過不足（名目ＧＤＰ比） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：日本銀行「資金循環の日米欧比較」2012 年 3 月。 
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蓄過剰）であり、アメリカ国債の購入など、海外に資金を流出させている。従って中期的には、
財政再建を最優先するよりも財政再建の条件整備を優先すべきである。 
消費税増税による財政再建が喫緊の政策課題である理由として、財務省は当面は資金過剰（貯
蓄過剰）であるとしても、数年後には高齢化に伴う個人貯蓄率の低下と景気回復による法人企
業部門の資金不足化により、国債の消化難が生じることをあげている。 
部門別資金・過不足をみると、政府部門の大幅な資金不足に対応する膨大な資金過剰は家計
部門だけではなく、法人企業部門でも生じている（図 7）。雇用・賃金の抑制で膨大な内部留保
を計上しながら、それが同時に内需を抑制して国内の投資機会が縮小しているために投資が増
えないからである。法人企業部門は景気上昇期にも膨大な資金過剰を示しており、一過性のも
のではない。 
 アベノミクスの成長戦略の有効性が低いと見込まれるのは、法人税負担の軽減を主たる政策
手段の一つにしているからである。法人の投資が停滞してきたのは投資資金の不足によるので
はない。中小企業を中心に多くの企業が赤字で法人税を納付していない。赤字法人の投資行動
に、法人税負担の軽減は効果を発揮しない。 
 
（３）環境・生活重視の「内需創造型」経済への転換 
 日本経済をデフレから脱却させるためには、「失われ 20 年」の経済政策、アベノミクスの「3
本の矢」とは真逆の政策、すなわち環境・生活重視の「内需創造型」経済への転換を最優先す
る政策を展開することが緊要である。その主な政策は租税政策を除くと次の通りである。 
① 正規雇用者と非正規雇用者の労働条件の均一化と労働時間の短縮 
② 生活保障機能を弱体化させた福祉システムの再生 
③ 主要国で最も低い教育への公費支出の引き上げ 
④ 「脱原発」と再生可能エネルギーの技術開発、なるべく県内の電力需要を県内電力生産で
賄うシステムづくり 
⑤ 大規模公共事業プロジェクトの停止と安全・減災のための投資への転換 
 
２ 財政政策の課題：租税の財源調達力の引き上げ 
（１）所得税の「包括所得税」化と累進税率引き上げ 
 現行の個人所得税制は、東日本大震災に係る復興税（所得税の付加税）の除くと、下記の通
り、総合課税と分離課税の 2 本建てになっている。 
  総合課税 給与所得、事業所得など 
   税率 所得税 5％～40％→2015 年 5％～45％ 
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      住民税（地方税） 10％ 
  分離課税  資産性所得 
税率 配当、証券譲渡所得など 
      所得税・住民税合わせて 10％→2015 年 20％（所得税 15％、住民税 5％） 
 日本において主要国の中で目立って所得税の税収調達力が低下した主な理由は、長期的な経
済停滞・賃金抑制とならんで、高所得者への負担軽減である。特に「貯蓄から投資」へのスロー
ガンとした配当や証券譲渡所得への 10％分離課税という極端な軽課措置は、財源調達力と所得
再分配機能を著しく弱体化させた。 
 当初所得に対する所得税負担率を示した図 8 によると、年収 1 億円をピークに低下し、50～
100 億円では 13.5％にすぎない。高所得層ほど所得に占める極端に軽課されている証券等譲渡
所得や配当のウエイトが高いことによる。総合課税の税率表に見られる所得税の累進課税が、
分離課税により大幅に弱められているのが日本の特徴である。 
  
図８ 申告所得者の所得階級別実効税率－2008 年分－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：税制調査会資料。 
 
 日本では税制改革イコール消費税（付加価値税）増税とする考え方が支配的である。国際的
にみると、日本の付加価値税率は最低水準にあるため、引き上げの余地が大きいと考えられて
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いるからである。「生活者重視」の経済成長に転換しないまま消費税を増税しようとすれば、個
人消費の停滞により経済成長率が低下するとともに、中低所得層は生活条件の悪化により増税
に反発する。消費税増税への国民の反発をかわすために、基礎年金目的税あるいは社会保障目
的税（社会保障の国庫負担を賄う）とする構想が財界や自民党税制調査会から出されてきた。
財政硬直化を理由に目的税化に反対してきた財務省の方針もその方向に転換した。 
消費税率は、基礎年金目的税では約 12％、社会保障目的税では約 18％と試算される。目的
税化で消費税率が国民に受け入れがたい高さになるのは、企業から個人への負担転嫁が行われ
るからである。政府・自民党は「広く薄く負担する税制」への転換を喧伝し、多くのエコノミ
ストは基幹税と所得税から消費税に移すと、現役労働者から自営業者や高齢者に負担がシフト
し、「水平的公平」が図られると主張してきたが、企業から個人への負担転嫁という最も重要な
変化を覆い隠す議論である。税制改革では直接税制の再構築が最優先課題であり、消費税増税
は成長戦略と財政支出構造の転換の後に、自治体への「税源移譲」を含めて提案されるべきで
ある。 
 1980 年代以降、個人間の負担では「水平的公平」が重視され、「垂直的公平」が弱められて
きた。消費税増税による財政の大幅圧縮を図る条件の整備の期間には、税収調達力と所得再分
配機能の確保を狙いとして、直接税制の再構築を図ることが課題となる。第 1 に利子、配当、
証券譲渡所得、土地譲渡所得を総合課税に組み入れ、所得税の「包括所得税」化を図る。 
配当所得や証券譲渡所得に対する徹底した税負担軽減は、「貯蓄から投資へ」、「リスクを引き
受ける社会へ」をスローガンにして進められている。大企業の資金調達構造をみると、バブル
崩壊後、投資資金はほぼ内部資金で賄える「自己金融」が一般的となっており、中小企業は銀
行借入による「間接金融」が中心である。「貯蓄から投資へ」は、一般国民の教育・住宅取得・
老後生活に備えた貯蓄を投機的な株式流通市場へ引き入れるためのスローガンであり、「生活重
視」の観点からみればそれを税制上促進するのは誤りである。むしろ預貯金利子の回復や消費
者金融の上限金利の大幅引き下げといった政策が求められている。 
 金融所得に対する税率を引き上げると、海外へ資金が流出するという主張がある。日本にお
ける国際資金移動の主要因は、為替レートや金利差であり、税制は副次的要因である。超低金
利政策や円安維持政策によりアメリカへの資金流出を促進しておきながら、税制の設計におい
て海外への資本流出を理由として配当所得・証券譲渡所得を軽課し続けるのは、国民に対する
欺瞞である。税制が影響を及ぼす手取り利回りが投資国を選ぶ決定的要因であるならば、主要
先進国で唯一のデフレ経済下で超低金利状態が続く日本に金融資産がとどまることはなく、ほ
とんどが海外へ流出しているはずである。 
第 2 に最高税率を 55％（1999 年改革前の 50％プラス地方からの税源移譲分 3％に近似）に
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引き上げる。1955 年に高度経済成長がスタートして以降の所得税の最高税率のピークは、1969
年度改正から 1984 年度改正までの 75％であり、それと比較すると控えめな提案である。マス
コミ報道が正確性を欠いているのは、「限界税率」と「平均税率」の差異を明らかにしていない
点である。税率表に掲げられる法定税率は、最低税率から始まって、課税所得が一定金額を超
えた分に次の税率が適用され、さらに金額が超えた分に対して次の税率が適用される限界税率
である。最高税率を 55％に設定すると、所得の半分以上が税金に持っていかれるというのは誤
解である。また法定税率が適用されるのは、収入金額から必要経費（サラリーマンは給与所得
控除）を差し引いた所得金額からさらに所得控除を差し引いた課税所得である。従って課税所
得に対する所得税額の割合である平均税率よりも、所得金額に対する所得税負担の割合である
租税負担率（実効税率）はさらに低い。税率を引き上げると労働供給・勤労意欲を阻害すると
いわれるが、実証研究では主たる稼ぎ手については論証されていないし、税制はそれに影響を
及ぼす主たる要因でないといわれている。 
 
（２）法人税の課税ベースの拡大（税制上の優遇措置の縮小） 
 財界は日本の法人所得課税の実効税率は国際的にみて高いとして、引下げを要求し、安倍首
相は引下げに積極的である。1980 年代以降、法人税率引下げ競争が起こったが、ヨーロッパ主
要国では課税ベースの拡大も行ったため、GDP 比の法人税収は拡大している。日本では課税
ベースの拡大なしに法人税率引き下げを行ったため、法人税収の GDP 比が低下、法人税の財
源調達能力が低下している。 
 膨大な内部留保を抱える大企業は負担能力あり、法人税の優遇措置の縮小、課税ベースの拡
大により、法人税の税収調達力を回復させることが課題である。、 
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